
 

 

 

 

 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 2022 年 10 月 31 日 

【連絡先】 国民民主党茨城県第 5区総支部（浅野さとし事務所） 

https://asanosatoshi.com/  

衆議院本会議 

（2022.10.25） 

〒317-0071 
茨城県日立市鹿島町 1-11-13  
 
TEL：0294-21-5522  
FAX：0294-21-3014 

国会事務所 

〒100-8981 
東京都千代田区永田町 2-2-1 
衆議院第一議員会館 406 号室 
TEL：03-3508-7231  
FAX：03-3508-3231 

日立事務所 
 

【1】 

１０月２８日、政府は高騰する電気代やガス料金、ガソリン代などに対する負担軽減策を講じた

「総合経済対策」を発表しました。これにより平均的な世帯で、４万５千円の支援が行われること

になります。ガソリン代同様、補助金方式には課題がありますが、国民民主党が３か月前の参院選

の公約に掲げた「再エネ賦課金の徴収停止」が電気代の引下げにつながりました。物価高から国民

生活を守るために、対決より解決の姿勢で、法案提出などさまざまな活動を行っていきます。 

電気料金の引下げについては、電力会社出身の

竹詰ひとし参議院議員と YouTube チャンネル

でも解説しています。 

こちらもあわせてご覧ください！ 

国民民主党は１０月２４日、党エネルギー調査会で取りまとめた「再エネ賦課金

停止法案」を参議院に提出しました。再エネ賦課金の一時停止は、公平性、透明

性を担保しつつ、消費者が値下げ効果を実感できるものです。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第210回国会における役割 
所属委員会 

▶議院運営委員会      ▶原子力問題調査特別委員会 

▶内閣委員会 

党内での所属調査会 

浅野さとし 略歴 

▶1982 年 9月生まれ（40歳）、衆議院議員（2期） 

（株）日立製作所日立研究所研究員 

日立労組研究所支部執行委員 

大畠章宏元衆議院議員秘書 

   
YouTube Facebook Instagram Twitter LINE 

ＳＮＳにて日々、情報発信中！ 浅野さとしの活動をぜひご覧ください！ 
 
 

   

▶エネルギー調査会（会長） ▶国会対策委員会（委員長代理） 

▶税制調査会（事務局長）  ▶政治改革本部（事務局長） 

【2】 

1012 
2022年 10月 12日 全国の支援者とつながる活動を展開していきます！ 

党勢拡大に向け新たな活動をスタート！ 

党青年局長として党所属の若手議員や地方自治体議員を中心

に党勢拡大活動を展開しています。１０月１２日からは、党公式

YouTube番組「GoGo！こくみん青年局」の配信をスタートしまし

た（隔週放送予定）。初回は、全国の支援者の皆さまと一緒に活

動を作り上げていく新たなプラットフォームを紹介し、ＳＮＳ

切り抜き動画やバナーデザインコンテストを企画しました。 

1028 
2022年 10月 28日 

小倉国務大臣 

 

 

 

 

児童手当の見直しの際に、世帯間の公平性の観点から世

帯合算の導入を求める意声もあったが見送りとなった。

今後、附則の検討規定をもとに検討していく。 

浅野議員 

 

 

 

【これまでの経緯と課題意識】 

児童手当の制度目的は「父母その他の保護者が子育てにつ

いての第一義的責任を有するという基本認識の下に、児童を

養育している者に児童手当を給付することにより、家庭等に

おける生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児

童の健やかな成長に資すること」となっています。 

この児童手当において、世帯主の年収を基準に所得制限が

設けられていることにより、共働き世帯数が専業主婦世帯数

を大きく上回っている現代においては、いわゆる逆転現象が

生じており、不公平感や不満が渦巻いています。 

子どもの公的給付に係る所得制限撤廃を！ 
内閣委員会で大臣所信に対する質疑に臨みました 

※独立行政法人労働政策研究・研修機構ＨＰより 

 

所得制限はそれぞれの制度目的に応じて設けられている

とのことだが、家族の在り方が多様化する中で、児童手

当の所得制限は撤廃した方が良いのではないか。 

※国民民主党は今国会で所得制限撤廃法案を提出しています。 

 

 

 

※大臣答弁は、所得制限の撤廃について触れられていない。 

 

 

 


